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1.は じめ に
本研 究は、近年 、社 会的関心が急 速 に高ま りっ っある 「イ ンター ンシップ」 に注 目し、 このイ ンター
ンシ ップと 「ラン ク ・ヒエラル キーによるイ ンセ ンティブ」(以下 「RHUと呼ぶ ことにす る)と の関係
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を論じるものである。
青木[1]および筆者[2],[3]は、日本の組織における一つの特徴 としてRHIの果たす役割の大きさを指
摘 している。これ らの先行研究によれば、より高い 「ランク」への昇進 ・昇格がインセンティブとな り
従業員が長期的に激 しく競争する 「RHI制度」が、組織におけるメンバーへの権限委譲の際の局所最適化
の防止に対 して大きく貢献 しているということになる。RHIにより、組織のメンバーは自己の能力を高め
るために長期にわたって学習を継続 し、 しかも 「ジョブ ・ローテーシ ョン」に迅速に対応するよう、多
くの分野について幅広 く学習を行 うことが、権限委譲の際の局所最適化を防止 しているのである。
さらに筆者[2],[3]は、青木の先行研究におけるRHIの概念を拡張 した 「RHI拡張モデル」を提示する
ことで、ランク ・ヒエラルキー(以 下 「RH」と呼ぶことにする)の 多様性について新たな議論を展開 し
ている。これにより、従来は自己の本属組織に対 してのみ焦点を当てられていたRHIが、組織外部の専
門家集団や学校においても機能する多様な存在であることを示唆 している。
一方、最近の大学教育に目を移す と、学生が企業や公共機関にて実習を行 う 「インターンシップ」が
大きくクローズ ・アップされている。大学間競争の激化ピともない、多 くの大学が、魅力ある教育カ リ
キュラムづ くり、そして学生へのサー ビス向上を図るべく、インターンシップをカリキュラムに組み込
み始めているのである。大学のみならず、短大や高専、さらには大学院においてもイ ンターンシップの
導入が始まっている。
これ に関 して、筆者 ら[4]は「インターンシップ導入大学の増加要因フレームワーク」を提示し、学生 ・
大学 ・企業 ・行政の四者が本人と就職先 との間のミスマ ッチの防止とい う共通 した目的を持つこと、お
よびこの他 にも四者それぞれが多様な目的を持つ ことが、インターンシップを導入する大学を増加 させ
る要因となっていることを指摘 している。また、筆者 ら[5]は大学の提供するインターンシップを、大学
から企業への 「教育の準アウトソーシング」として位置づけ、従来の企業から大学への 「能力測定の準
アウトソーシング」 と対比させることにより、大学と企業との間の 「相互準アウトソーシング・モデル」
を提示 している。これによれば、従来の、企業か ら大学への 「能力測定の準アウ トソーシング」では企
業のメ リットの方が大学のメリットよりも大きく、反対に大学から企業への 「教育の準アウ トソーシン
グ」(インターンシップ)では大学のメリットの方が企業のメリットよりも大きいとい う意味において、
インターンシップが相互のバランシング機能(ア ンバランスとアンバランスのバランシング機能)を 発
揮することになる。
さらに筆者 ら[6]は、インターンシップを教育 目的と採用 ・就職 目的に分類 し、
① 前者を 「大学→企業の教育の準アウ トソーシング」
② 後者を 「企業における能力測定のインハウスソーシング」
として位置づける視点を提示 している。その上で、後者のインハ ウスソーシングが、従来の 「企業→大
学の能力測定の準アウ トソーシング」を企業内部に取 り戻す役割を果たしうることを指摘 している。一
一218一
明治大学社会科学研究所紀要
方 で、能力測 定のインハ ウス ソーシ ング となるはず の、採 用 目的の イ ンター ンシ ップ に関 わる募集 ・運
営 を、皮肉にもそれ をビジネス とする企業にア ウ トソースす る企業が増加 しつつあ る現実に注 目し、 「イ
ンター ンシ ップによる能力測定の準イ ンハ ウス ソーシング ・フ レー ム ワー ク」 を提示 して いる。 これ に
よ り、従来は企業が大学に準 ア ウ トソー ス していた能力測定 をイ ンハ ウス ソース しよ うとす る際 、「完全
なインハ ウス ソーシン グ」 とはな らず に、従来型 準ア ウ トソー シング(学 歴 重視の採用)と 、採用 目的
の インターンシ ップの部分的ア ウ トソー シングが並行 して行われ 、かつ採 用 目的のイ ンター ンシ ップに
関わる募集 ・運営 をア ウ トソースす る企業が増加 しっつあ るとい う意 味で、それが 「準イ ンハ ウスソー
シング」 として位置 づけ られ るべ きものである ことを指摘 している。
本研 究では、上記 のよ うなRHIお よびイ ンターンシ ップに関する一連の先行研 究[1]一[6]をふまえて、
従来の企業→ 大学の 「能力測定の準ア ウ トソー シング」 によるRH的 採用か ら脱却す るはずのインター ン
シ ップによる 「能力 測定のイ ンハ ウス ソー シング」が、実際に は従来のRH的 採 用の一部を補完す る存在
で あるに過 ぎない上 に、イ ンター ンシップ自体がRH的 セ レクシ ョンに よ り運営 され るこ とも多い とい う
「イ ンター ンシ ップのRH的 ジ レンマ ・フ レーム ワー ク」 を提示す る。 これ によ り、 日本 にお けるRHI
の果たす役割 の大き さとRH的 採用か らの脱 却の難 しさを示唆す る。
その上で、イ ンターンシ ップのRH的 ジ レンマの要因について検討 し、企 業→ 大学 の 「能力測定の準ア
ウ トソーシング」か ら得 られるRH的 情報の信頼性が高いため に、イ ンターンシ ップ受 け入れの際の フィ
ル ター機構 と して、また組織 内でイン ター ンシ ップへ の理解 と協力 を得 る際 の根 拠お よび担保 として、
これ を活用 しよ うとす る傾向が あるこ とを指摘す る。
2.問題 の背 景
近年、日本の大学では受験者数の減少が深刻な問題 となってお り、各大学は独 自の入試制度を設け、
積極的に広報活動を活発にすることによ り、また魅力的なカリキュラムづくり(インターンシップもそ
の一環 として位置づけることができる)に より、受験者数の確保を図っている。それにもかかわらず、
18歳人 口の減少にバブル崩壊後の不況が重なり、多くの大学が受験者数を減 らしている。
このような受験者数の減少は、単純に考えれば受験競争の緩和にっながるはずであるが、果たして本
当にそうなのであろうか?確 かに大学を選ばなければ比較的容易に入学することが可能な環境になり
つつあるが、実際にはより社会的評価(ラ ンク)の高い、あるいは偏差値の高い大学をめざしての激 し
い競争が続いている。従来は、義務教育を終えた後の高等教育に対するものであったはずの受験競争が
現在では低年齢化 し、中学校受験はもとより小学校 ・幼稚園受験も特別なものではなくなってきている。
どうやら、受験者数の減少が受験競争の緩和に直接つながっているわけではないようである。
また、学校教育に続 く就職活動においても、不況による採用数の削減と重なって激 しい競争が繰 り広
げられてお り、ここでも一部上場企業をはじめとする社会的評価の高い企業(い わゆる一流企業)へ の
競争が特に激 しい。こうした 「買い手市場」の状況がインターンシップ導入の一つの要因 となっている
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のではないかと思われ る。 さらに、就職後の昇進競争についても相変わらず激 しいものがある。高度成
長期のように組織が拡大している状況とは異なり、近年の組織はシュリンク傾向にあ り、これによるポ
ス ト不足は昇進 させたくても昇進 させるポス トがないとい う問題を引き起こしている。これ らはすべて、
人生の各時点での階層(ヒ エラルキー)に おける高い 「ランク」をめざしての競争である。
このような状況をふまえると、下記の疑問が生 じる。
1)受験者数が減少 しているにもかかわらず、なぜ激 しい受験競争が続いているのか?
2)学校教育に投資する費用に見合 うだけの能力向上が達成されているのか?
3)も し、学校教育への投資が将来の収入増加のための先行投資であるとしても、それを確実に回収
す ることができるのか?
4)上 記のような 「ランク志向」が、自己の本属組織に対するコミッ トメン トを高めるとは限らない
のではないか?
本研究では、これらの問題意識に基づき、日本人の行動の背後に潜在する共通 した心理的要因として
RHIを位置づけ、その影響力の大きさと多様性、さらにはインターンシップとの関係について論じていく
ことにする。
3.インターンシップ導入大学の増加要因
インターンシップは、大学内で体験することができない実践的教育を可能にする。大学で学んだ理論
を実務の場で確認 し、実践する機会を与えるのである。また、インターンシップを通 して、学生が自己
の適性 を知 り、それを就職活動に活かすことにもつながる。
インターンシップは、単位認定科目であるか否かによって二つに大別される。単位認定科 目としての
インターンシップは、当然のことながら教育の一環として行われ、基本的に賃金や交通費 ・食費は支払
われずに学生の自己負担 となる。ただし、インターンシップ期間中の保険は大学(場 合によっては企業)
の負担 となる。
単位認定のないインターンシップは、学生側の専門能力向上のための自己啓発や就職活動の一環 とし
て、また企業側の採用活動や社会貢献の一環 としてというように、その目的は多様であ り、賃金や交通
費 ・食費が支払われ ることも珍 しくない。これは、大学が仲介するものと、学生と企業の間で直接行わ
れるものに分類 され、前者は教育目的の性格が、後者は就職 ・採用目的としての性格が相対的に濃いも
のとなっている。
一方で、行政にとっては、近年の若年労働者の急速な転職の増加とフリーター化は深刻な問題であり、
この問題への対応が急務となっている。大卒者の転職増加が、日本における若年労働者の流動化の要因
の一つとなっているからである。この問題を国家 レベルで捉えると、日本の産業競争力低下と将来の年
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金制度の行 き詰ま りをもたらす。また、企業レベルで見れば、採用にかかるコス トの増大をもたらし、
長期的な視野に立った人材育成を困難にする。 さらに、労働者個人の レベルでいえば、将来の雇用不安
と職業人としての技術的蓄積の低下をもたらす。
このように考える と、大卒若年労働者の転職増加の要因となる、就職におけるミスマッチに対 して、
早急な対策 を講 じる必要のあることがわかる。現在のところ、この問題に対する抜本的な対策は存在 し
ない。そ こで、若年労働者、 とりわけ大卒者の転職増加を抑制するための対応策 としてのインターンシ
ップにかかる行政の期待は大きく、文部科学省のみならず、経済産業省や厚生労働省が積極的な取 り組
みを始めている。
大卒若年 労働者の就職におけるミスマッチの問題は、学生 と企業のみならず、大学や行政を含めた共
通の問題である。筆者ら[4]は、こうした 「ミスマッチの防止」に注目し、「インターンシップ導入大学
の増加要因フレーム ワーク」を提案 している。このフレームワークは、「大卒若年労働者の就職における
ミスマッチの防止」が、学生 ・企業 ・大学 ・行政の囲者間で一致 した目的であるという意味で、インター
ンシップ導入の 「主 たる要因」として位置づけられ ることを示唆するものである。すなわち、大卒若年
労働者の就職 におけ るミスマッチが、彼 ら・彼女 らの転職の増加をもたらし、インターンシップがこれ
を予防す る役割を果 たす とい う考え方である。一方で、このフレームワークは、 ミスマッチの防止が上
記の囲者の共通 した 目的であることと同時に、それぞれ多様な 目的を持つことを示すものである。 さら
に、こうした 目的の多様性が、四者それぞれの立場からインターンシップを推進 しようとする原動力 と
な り、イ ンターンシ ップを導入する大学 ・教育機関を増加させていることを指摘 している。
以上のよ うに、大学内で閉 じることのない、企業や行政を巻き込んだプログラムは、学生と大学の利
点のみでは前進 しないものと考えられる。そういった意味で、インターンシップが学生 ・企業 ・大学 ・
行政の間で一致 した 目的 を持つこと、およびそれ以外にも多くの 目的あるいは利点を持つことが、現在
これを導入す る大学 を急速に増加させるパワーとなっているのではないかと思われる。
4.社会における人的資源の選別機能と学校教育
企業は、労働市場 から人的資源を調達(採 用)す る際、なるべ くコス トのかからない方法で信頼性の
高い情報を得 ようとする。そのために企業は、一方で学力テス ト・職業適性検査 ・性格検査等のペーパ
ーテス トを行い、も う一方で面接を実施 している。 しかし、これ らはすべて短時間の間に行なわれるも
のであるため、人間の多面的で複雑な能力を簡単には把握することができない。もし、長時間をかけて
これを行お うとすればコス トがかか りすぎてしまう。
そこで、企業は採 用の際に少ないコス トで比較的信頼性の高い情報を学校教育から得ようとする。こ
れは、いわゆる 「学歴」 に相当する。スクリーニング仮説は、このよ うに学校教育が本来の 目的である
「人間の能力を高め る」 ことに加えて、社会における 「選別機能」を持つ[7]点に注 目した仮説である。
日本では、こうした 「選別機能」が企業の採用面のみならず、社会の広い範囲で効力を発揮するところ
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に特徴がある。
学校教育が選別機能を持つことは、ス クリーニング仮説が示唆するように、自己の能力のシグナルを
社会(企 業)に 送るために教育費用 を余 分に負担す る傾向を生み出し、人間の能力を高めるとい う本来
の目的にとって必要な水準以上の教育投資につながる[7]。もし、企業が、より広くは社会全体が、スク
リーニング仮説に従った行動をとるとす れば、教育投資の価値が高ま り、このような過剰投資の傾向は
強化 される。このことが、企業が学校教 育から得 る情報の信頼性をさらに高めることになる。それによ
り、企業がこの情報をさらに重視するようになるといった相互に強化 し合 う関係が形成 される(これは、
本研究の14節で述べる図2の 「正のスパイラル」 に相当する)。
日本では、一般に学歴重視の傾向が強い といわれているため、スクリーニング仮説が的を得ているよ
うに思われる。 さらに、採用に関してい えば、高校卒,大 学卒 とい う面での学歴のみならず、場合によ
るとそれ以上に、「どこの大学か」という面での学歴 がスク リーニング機能を果たしている[8]。そこで、
より社会的評価の高い、すなわちRHの上位の大学への入学をめざした激 しい競争が繰 り広げられる。こ
れが、日本における受験競争であろ う。
激 しい受験競争の中で 日本の多くの家庭では、塾 ・予備校 ・参考書に多額の教育費をかけ、長時間の
「学習」を行 うと同時に、結果 として教育費用を余分に負担することになる。また、何を学ぶかよりも、
どこの大学に入 るかが優先されることに なる。同様 に、就職の際には何の仕事をするかよりもどこの会
社に入るかが優先 され、就職後も何の仕事 をす るかよ りも高い 「ランク」の役職に就 くことが優先され
るのである[8]。
5.人的資本の理論における教育訓練費用
職場訓練および学校教育への投資について論 じた代表的な理論に、Becker[9]の「人的資本」の理論が
ある。この理論の基本的な考え方は、「将来の生産性 は、教育訓練の費用をかけてのみ向上するであろう」
というところにある。そ うでなければ、教育訓練に対 して無限の需要が生 じるからである[9]。ただし、
学校 とは訓練を生産することに特化 され た一つの組織であるとい う意味で、学校教育 もこの考え方に含
まれることに注意を要する。すなわち、 「生産」の対象が訓練か財かの違いがあるのみで、「生産を行 う」
という面においては学校 と企業を同様の枠組みで考 えることができるのである。
また、人的資本の理論の大きな特徴の一つ として、職場訓練 を 「一般訓練」と 「特殊訓練」に分類 し
ている点を指摘することができる。 これ によれば、完全に一般的な訓練は多くの企業で等 しく有用であ
るため、限界生産力を同じだけ増加 させ る。 これに対 して、完全なる特殊訓練は訓練 を行なった企業に
おいて生産性を特に大きく増大 させ、他の企業の生産性には何の影響も与えないとされる[9]。
一般訓練では、賃金率は限界生産力と正確に同額だけ上昇 し、このような訓練を行 う企業は何の収益
も得ることができない。それでも企業が一般訓練 を行 うのは、基本的にその費用を労働者が負担するこ
とになるためである。すなわち、一般訓練による 「一般熟練」は広くどの企業でも通用するため、完全
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に競争的な市場では労働者は自由に企業を移動することができ、その生産性に見合った賃金を獲得する
ことができるが、基本的に訓練費用をすべて負担 しなければならないのである。学校教育は、ま さしく
一般訓練に相当するものである。学校教育を含む一般訓練において、各期の費用の総計として定義 され
る総費用は、収益の(人 的)資 本化 された価値 と等 しくなる(現 在価値の均等性[9])。これは、現在か
ら将来にわたっての人的資源投資は、同 じく現在から将来にわたっての、市場割引率を考慮 した収益の
総額 と等しいことを意味す る。ただし、 日本企業においては一般に 「終身雇用」と呼ばれる長期雇用 ・
長期勤続の傾向があるため、一般訓練の費用を企業が負担することも多い。
一方、特殊訓練による 「特殊熟練」は、これを受けた企業でのみ有効な熟練であるため、従業員が企
業を移動する際にその価値は失われる。 したがって、特殊訓練はその企業において従業員を長期勤続の
方向に向かわせる傾向がある。 ここでもし、日本において長期勤続の傾向が強いとい うことを前提にす
るならば、特殊訓練が重要な役割を果た しているはずである。実際、日本においてOJTによる特殊熟練
が、教育訓練の主たる方法となっていることは多くの企業で確認 される。
それでは、特殊訓練の費用は、企業が負担すべきであろうか、それ とも労働者が負担すべきであろう
か?企 業が負担 した場合、労働者が転職するとその費用を回収することができなくなってしまう。逆に、
労働者が負担すると解雇された ときに特殊熟練の価値が失われるため、訓練費用を回収することができ
なくなってしまう[9]。そこで、転職や レイオフが頻繁に行われる米国では、特殊訓練の費用を双方がシェ
アすることが自然である。 しかし、日本においては、長期的雇用 ・長期的勤続の考え方から一般訓練を
も企業が負担することが多いほどであるため、特殊訓練の費用 となれば、ほとんどすべてを企業が負担
している。近年の 日本企業における仮採用やジョブ ・インターンシップの増加により、しだいにこの傾
向が弱まりつつあるが、それでもやはり、企業が特殊訓練の費用を負担することが一般的である。
このように考えていくと、日本において労働者 自身が教育訓練費用を負担する場合の多くは学校教育
であることがわかる。 したがって、上記の 「各期の費用の総計 として定義される総費用」を労働者自身
が学校教育以外の場面で負担することは、日本の場合、あまり多くないのである。
ここで、前述の疑問における、
2)学 校教育に投資する費用に見合 うだけの能力向上が達成 されているのか?
3)も し、学校教育への投資が将来の収入増加のための先行投資であるとしても、それを確実に回収
することができるのか?
をもう一度考えてみると、どうも、それに見合った能力向上や収入増加が達成 されているとは限 らない
のではないかと思われる。もちろん、達成 されることもあるが、必ず達成 されるわけではないのが現実
であろう。なぜなら、前節でも述べたように、塾 ・予備校 ・参考書等に過剰とも思われる費用をかけて
いるからである。また、企業内の同一年齢での賃金格差が小さいからである。
人的資本の理論における現在価値の均等性[9]によれば、将来の収益は予測であるため保証の限 りでは
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ないが、少なくとも現時点での期待とい う点においては両者が等 しいとされる。これに対 して、 日本人
の場合は、最初から両者が等 しくなることへの期待を前提としているとは限らないのではないであろう
か?こ れは、学校教育への投資額とのバランスにおいて、将来の収益の総額 「+α」のものがあるので
はないかという考え方を意味する。スクリーニング仮説お よびRHIをふまえると、高いランクを得るこ
と自体の心理的価値が 「+α」に相当するように思われる。RHに対する心理的価値の分だけ、現在から
将来にわたっての収益の期待総額よりも多額の学校教育への投資を行 う可能性 が生まれるわけである。
筆者[21]は、この 「+α」に目を向け、7節で述べるような 「RHに対する心理的余剰価値」の視点を提
示 している。
6.RH1と局 所 最 適 化 の 防止
日本の組織の優位性 として、「環境の変化や トラブルに対するアジルな対応」がしば しば指摘 される。
このような優位性を支える基盤が、 日本の組織における実行部門への権限委譲による自律分権的な業務
プロセス(水 平的コーディネーション)で あると考えられ ることは、筆者の先行研究[3],[8]の指摘す る
ところである。例えば、緊急を要する トラブルが生じた場合、従業員の参加によってセンターの集権的
コントロールなしに迅速かっ柔軟に(ア ジルに)対応する[1]。このことは、欧米、とりわけ米国の組織
における 「垂直的ヒエラルle-一一・コン トロール」[1]との対比において特徴的である。
しか し、一般に実行部門や実務担当者への権限委譲は、その部門や担当者にとっての 「局所最適化」
の行動に陥 りやすいといわれ る。 これは、問題に直面する部門にとっては主観的に最適であったとして
も、それが必ず しも組織全体の最適性を保証するものではないとい うことを意味する。いいかえれば、
実行部門や実務担当者にとって都合が良くても、組織全体にとっては都合が良いとは限らないのである。
日本の組織では、よ り高い 「ランク」への昇進 ・昇格がインセンティブとなり、従業員が長期的に激 し
く競争する 「RHI」の存在が、こうした局所最適化の防止に大きく貢献 しているように思われる。
R田により、自己の能力を高めるよう、長期にわたって学習を継続 し、しかも 「ジョブ ・ローテーショ
ン」に迅速に対応するよう、多くの分野について幅広 く学習を行 うことになる。また、よ り高い役職に
就くためには経営戦略的な問題解決が必要 となるため、経営参加的観点からの学習も積極的に行われる。
これらの結果として、日本の組織ではメンバーが 「専門的学習」のみならず 「幅広い参加的学習」を継
続 していくことになる。すなわち、欧米(と りわけ米国)の組織で一般的な 「専門的学習」のみならず、
局所最適化を防止する 「幅広い参加的学習」への注意の配分に日本の組織の特徴があり、この学習の二
面性が組織におけるメンバーの活性化[10]一[14]に対して重要な役割を果たすのである。 日本の組織にお
いて、上記の局所最適化の防止 とそれによるメンバーの活性化は、実務担当者への権限委譲に基づく 「水
平的コーディネーション」を可能にしてお り、それらを支えるRHIの果たす役割は非常に大きい。
ここで注意すべきことは、RHIが多くの階層を持った(垂直的な)形式的内部組織構造[1]を必要 とす
ることである。このことは、日本の組織が水平的コーディネーションによって環境の変化や トラブルに
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対しアジルに対応する際の基礎となるRHIが、皮肉なことに垂直的な組織構造に支えられているという
矛盾を有していることを意味する。その結果として、水平的組織構造と垂直的組織構造が 「同居」する
ことになる。 この同居を筆者[8]は「半水平的組織構造」 と呼んでお り、これが 日本の組織の一つの特徴
ともいえる。
一方、上記のジョブ ・ローテーションと幅広い参加的学習により、組織のメンバーは自部門のみの立
場に固執せずに、関係部門の業務や市場の動向に関してもかな りの知識を吸収するようになる。そ して、
組織全体の最適性や関係部門の最適性がメンバーの意思決定や行動に大きく反映されるようになる。こ
のことが、自部門のみの局所最適化を追及する行動を防止する役割を果たしているのである。
ただ し、日本の組織で多く見られるジョブ ・ローテーションや幅広い参加的学習は短期的な組織の効
率性を低下させる[15]。しか し、長期的な視点に立てば、組織全体の最適性の追求 といった効果をもた
らすだけでなく、担当者以外のメンバーの協力により緊急性の高い業務へのスピーディーな対応を可能
にすると同時に、本来の担当者が不在のときや トラブルのリカバリーを容易にしている。 こうした長期
的な効果の追求のための短期的な効率性の低下は、一般に終身雇用と呼ばれる日本の長期的雇用 ・長期
的勤続を前提 とした人事管理の中で、長期的な効果を生む前での従業員の転職の可能性が小 さいために
許容されるのであり、米国のよ うに従業員の能力向上がかえって転職の機会を増大させるような環境の
もとでは成立 しにくい[16]。
以上の議論から、R田、長期的勤続傾向、ジョブ ・ローテーション、幅広い参加的学習、権限委譲、半
水平的組織構造、環境の変化に対するアジルな対応 といった日本の組織の諸特性は、互いに深く関連 し
合っていることがわかる。それ とともに、RHIがこれらの基盤となっていることが理解 されよ う。
7.年齢による昇進価値の心理的基準化と内部昇進制度
企業にとって、メンバーの労働意欲(モ ラール)を いかにして高めるかは重要な課題である。 日本企
業では、この課題に対 して果たすRHIの役割が大きいことは前述の通 りであるが、スカウ トや レイオフ
による転職が頻繁に行われる米国企業 と比較すると、RHIが転職を抑制する働きをしていることがわかる。
そのため、RHIは組織内部に長期的に留まっている者を昇進の際に重視する(内部昇進制度[17]の)方向
へと日本企業を導くことになる。企業が組織内部のメンバーの働 きぶ りを観察することで彼 ら ・彼女ら
の生産性を間接的に評価 し、より努力する者を昇進 させることによって、労働者のモラールを高め、よ
り多くの努力を引き出すのである。
多くの労働者は、昇進の時期を相対的に早めるために学習を継続的に行い、自己のパフォーマンスを
高めるように努力する。その際、昇進による賃金の上がり方が大きいと、努力の価値が高いとい うこと
を意味するため、労働者の学習意欲がいっそ う高まることになる[7]。そこで、日本企業はこのようなメ
カニズムを利用 し、昇進 ・昇格者の選抜においても年齢や勤続年数を重視することにより、若年労働者
には限界生産性よりも低い賃金を、熟年労働者には限界生産性 よりも高い賃金を支払 うため、年功型の
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賃金が形成 される[7]。これは一般に 「年功人事」と呼ばれ、本研究ではこうした昇進 ・昇格 システムを
日本の組織における 「長期的選抜」として位置づけることにする。長い期間をかけた選抜を行 うことに
より、労働者は企業内部に長 く留まるようになり、いわゆる 「終身雇用」、すなわち長期的雇用 ・長期的
勤続の傾向が強まる。それ と同時に、労働者は外部の労働市場から遮断されるようにな り、内部昇進制
のシステムが形成 される。また、それが内部労働市場の性格を強化させてい くのである。
内部昇進制のメリットとしては、まず、これがRHIとなって労働者間の競争を促 し、自己のパフォー
マンスを高めるための学習を促進することがあげられる。また、長期的勤続傾向を生み出すため、ジョ
ブ ・ローテーションや幅広い参加的学習による短期的な効率性の低下を許容する時間的余裕を与え、そ
の結果として実行部門や実務担当者への権限委譲の際の局所最適化を防止する。さらにそれが、環境の
変化や トラブルに対して組織メンバーが自律的に、またアジルに対応することを可能にする。
内部昇進制は、昇進者(あ るいは昇格者)を 選抜する際に組織内部者のみのパフォーマンスを観察 し
ていればよく、企業外部を含めた労働市場全体における労働者の価値まで測定する必要がないため、企
業にとって労働者の価値を測定する際にかかるコス トを大幅に節約することができるとい うメリッ トが
ある。また、内部昇進制では長期に渡って労働者のパフォーマンスを観察することができるため、業績 ・
努力の積み重ねを比較的正確に把握することが可能となるというメ リットもある。 さらに、ジョブ ・ロ
ーテーションにより多くの上司から評定されることになるため、一人の上司の恣意性からも解放 される
ようになる。
このように、内部労働市場や内部昇進制の視点から日本の組織を捉えることによって、 日本企業の特
徴ともいえる 「RHI」と 「年功人事」の利点が理解される。その面では、RHIと年功人事は両立す るかの
ようにもみえる。
しか しなが ら、年功基準にかかるウェイ トが大きいということは、相対的に能力基準のウェイ トが小
さいことを意味する。能力基準のウェイ トが小さければ、労働者が昇進 ・昇格をめざして継続的な学習
を行 う価値 も小 さいはずである。もしそうであるとすれば、RHIが無意味なものとなって しまう。RHIと
年功人事の間で不整合を生 じるのである。 しかし、現実には日本企業において昇進をめぐっての激 しい
競争が繰 り広げられていることは、多くの文献(例 えば、青木[1,吉田[17],小池[18〕,日置 ら[19],
猪木 ら[20])において確認 される。
この両立の原因の一つが、「長期的」な選抜による、メンバー間の競争や高水準のモラール維持である
ことは内部昇進制の視点から説明される。 しかし、それだけでは若年労働者の競争および学習 ・モラー
ルを説明するには不十分である。なぜなら、若年労働者の能力向上よ りも、熟年労働者の年齢や勤続年
数が優先される可能性が高ければ、昇進をめぐって激しく競争 し学習する価値が小さいと考 えざるを得
ないからである。
それでは、年功基準にかかるウェイ トが大きいにもかかわらず、労働者はなぜ昇進のために継続的な
学習 と高水準のモラールを維持 し、激 しい競争を行う必要があるのであろうか?と りわけ、若年労働者
にとって、自己の能力向上よりも、中高年者の年齢 ・勤続年数が優先される傾向が強いにもかかわらず、
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RHIにどのような意味があるのであろうか?こ のような日本の組織における現実を年功人事の枠組みの
中で説明するためには、労働者の心理的側面に関する新たな視点が必要になるものと思われ る。
そこで筆者[21]は、労働者が昇進 ・昇格の価値を年齢や勤続年数によって基準化するといった心理的
メカニズムの視点か ら、年功人事のもとでも昇進 をめぐって激 しく競争することの説明を試みている。
例えば、30歳代での課長 と40歳代での部長の価値がほぼ等 しいと考えることが、ここでの基準化に相当
するのである。 これ によれば、彼ら ・彼女 らは年功人事自体を制約条件とし七受け入れ、この制約の枠
内でできるかぎ り早 い時期の昇進 ・昇格をめざすということになる。 さらに、その際の競争の相手は同
年代の同僚であ り、年齢 に隔た りのある先輩を競争相手とはあまり認識 していないことを意味する。こ
のような価値判断の心理的メカニズムを、筆者[21]は「昇進価値の心理的基準化」と呼んでいる。
これによ り、日本 の年功人事の枠組みの中でもRHIが成立するとい う現実は、昇進 ・昇格の価値を年
齢や勤続年数によっ て基準化する 「昇進価値の心理的基準化」の視点から説明され うるものであること
がわかる。一方で、 ごく普通に考えればRHIの機能を低下させるような制約(年 功人事)に 対しても、
その機能 が効力を持 つということは、 日本の組織においてRHIの果たす役割の大きさを示すものであろ
う。
8.ランク ・ヒエラルキーに対する心理的余剰価値
ここまで述べてきたように、日本ではRHIやスクリーニング仮説がよく当てはまるように思われる。
これ らが、ジョブ ・ローテーションと幅広い参加的学習を促進 し、権限委譲の際の局所最適化を防止す
ることによって 日本 の半水平的組織特性[8]が形成されているのである。また、「高いランク」を獲得す
ること自体の魅力が 、激 しい受験競争と昇進 ・昇格競争をもたらし、その結果、人的資本の理論が示す
投資額を上回る投資 を教育訓練に対 し行 うことも少なくない。現在か ら将来にわたって期待される収益
の総額よ りも多額の教育訓練投資を行 うことも十分にありうるのである。
このよ うな人的資 本の理論からの 「ずれ」を発生 させる要因は何であろうか?5節 では、これが高い
地位 を得 ること自体 の心理的価値であることを示唆した。 このような心理的価値 を、筆者[21]は将来の
収益の総額 「+α」 とい う意味から、「ランク ・ヒエラルキーに(RH)対する心理的余剰価値jと呼んで
いる。'
RHに対する心理的余剰価値は、教育訓練投資の中でも特に学校教育に対する投資を大きくする。本属
の学校への投資のみならず、上位の学校(高 校生であれば大学、そ して中学生であれば高校)へ の合格
をあざして塾 ・予備 校 ・家庭教師等にも多額の費用をかけている。 これ らは、スクリーニング仮説の示
唆する 「人間の能力 を高めるという本来の学校教育の 目的にとって必要な水準以上に教育投資がなされ
る」[7]ことはもとより、それにより自己の能力のシグナルを社会(企 業)に 送ることから期待される将
来の収入増加の水準以上のものであるかもしれない。
人的資本の理論[9]が、投資および収益に関 して現在か ら将来までを対象 とするのであれば、RHに対
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する心理的余剰価値 もやは り現在か ら将来までを対象 とすべきであろう。それは、現在から将来にわた
って常にRH'が心理的に介在するからであ る。例 えば、中学生であれば現在の成績 ・順位のRH、その後
入学する高校 ・大学の社会的評価のRH、就職後は役職のRHと いうように各時点でRHが 存在する。 さ
らに、現在の高いランクが次期の高いラ ンクの可能性を高め、それがまたその次の時点の高いランクの
可能性を高めるといった 「RHの連鎖」が上記の心理的余剰価値をいっそ う高めることになる。
もし、日本において教育訓練投資、特 に学校教育への投資が、必ず しも将来の収入の増加のみを期待
してのものではなく、高いランクを得る こと自体が報酬(心 理的余剰価値)と なっているとすれば、こ
の心理的価値の分だけ教育訓練に多額の費用をかけたとしても、それは決 して不自然な行動 とはいえな
いのである。
9.RH1拡張 モ デ ル
これまでRHIは、企業や公共機関で働く労働者を対象 とした概念 として位置づけられてきた。しかし、
前述のように、RHに対する心理的余剰価値が就職以前の中学 ・高校 ・大学のRHに おいても存在するこ
とをふまえると、これ らの各時点でのRHIを考えることができる。すなわち、所属する学内での成績 ・
順位のRHI、進学をめざす高校 ・大学の社 会的評価によるRH1、塾や予備校での成績 ・クラスのRHI等で
ある。
一方、労働者(社会人)のR田 については、一般 に自己の本属組織内のRHに対するものとして捉えら
れているが、自己の本属組織外のRHIを考えることができる。例えば、英会話やコンピュータの専門学
校における初級 ・中級 ・上級といったRH、 学会の評議委員 ・理事 ・会長 といったRH、趣味の書道や囲
碁の級 ・段のRH等に対するインセンティブである。このように、自己の本属の組織外にも、インセンテ
ィブとなるべきRHは数多 く存在する。したがって、R田は、これまで対象とされてきた労働者の本属組
織のみならず、もっと広い範囲での多様な存在 として捉えることができるのである。
こうした考え方に基づき、筆者[2]はRHIの概念 を次の二つの側面から拡張 している。
1)就 職後の労働者にとってのRHIのみな らず、就職前の学生 ・生徒のRHIも存在する。
2)労 働者の本属組織内のRHIのみな らず、外部の専門家集団(例 えば学会)、専門学校 ・各種学校の
級 ・段やスポーツ大会での入賞等のRHIも存在する。
これにより、従来は自己の本属組織内で機能す ると考えられてきたRHIが、実際にはその外部にも存
在 し、それが仕事や学業(注1)、さらには趣 味に対する注意の配分[22]を高めるといった新たな視点を提示
することが可能となる。そのような意味において、本研究で取り扱 うR田 は、一般的に考えられている
RH1よりも、ずっと多様な存在となる。そ こで筆者[2]は、こうした多様な存在 としてのRHIを上記の二
(注1)本研究では、「学業」を 「学校の業」としてではなく、もっと広い意味での 「学問の業」として用いることにする
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つ の側 面の組合せに よ り、タイ プ1～ タイプ4に 分類 し、表1の よ うな 「RHI拡張モデル」を提案 してい
る。
表1RHl拡 張モデル[2]・z
時点
就 職 後 就 職 前
組織
タイプ1(従 来 のRH1の概 念) タイプ2
本属組織内
組織内での競争 学内での競争
タイプ3 タイプ4
組織外での競争 学外での競争
本属組織外 ・仕事に関連 したRHI ・学 業に関連 したRHl
・仕事に直接関連 しない ・学業に直接関連 しない
RHI(趣味等) RHI(趣味等)
タイプ1は 、従来のR田 の概念に相当し、自己の本属の組織において高い地位に就くことのインセン
ティブである。 したがって、本属組織内での昇進 ・昇格競争を生 じさせ る。 これが、 日本の組織におい
て、メンバーに長期的な学習を促 し、しかも専門的学習のみな らず幅広い参加的学習を行 う基盤 となっ
てきたことは前述の通 りである。
タイプ2は 、タイプ1を 就職前に拡張したRHIである。 したがって、本属の組織が学校であるという
点がタイプ1と 異なるが、自己の本属の組織(学 校)に おいてランクを高めることに対するインセンテ
ィブであるという点では共通している。 これにより、学内での評価を高めるための競争が組織内(学 内)
で生じることもタイプ1と同様である。
タイプ3は、自己の本属組織外のRHがインセンティブとなる場合であ り、仕事に関連するRHIと仕事
には直接関連 しないRHIにより構成される。前者は、仕事に関する専門家集団(学 会、協会等)や 専門
学校(英 会話、コンピュータ等)で のランクを高めるための努力を促 し、組織への貢献よりも自己の専
門能力向上を優先する方向へと個人を導く。後者は、仕事に関連 しないRHに 対するインセンティブであ
り、主に趣味の世界でのランク(例 えば、書道や囲碁の級 ・段、茶道や花道の資格、スポーツの大会で
の入賞等)を 高めるための努力を促す。 したがって、後者は充実 した余暇を過 ごす、あるいは仕事以外
の生きがいを追求することへの関心を高め、そこでの競争を生 じさせる。ただし、両者とも本属組織外
でのRHをめぐる競争を発生させるとい う点では共通している。
タイプ4は 、タイプ3を 就職前に拡張したRHIである。 したがって、学生 ・生徒か社会人かとい う点
がタイプ3と異なるが、自己の本属組織(学校)外に存在するRHにおいてランクを高めることのインセ
ンティブであるとい う点では共通している。また、仕事を学業に置き換えれば、タイプ3と 同様に、学
業に関連したRHIと学業には直接関連しないRHIにより構成され、両者 とも学外でのRHを めぐる競争
を発生させる。前者の典型的な例が受験のための塾 ・予備校におけるRHIである。これにより、学外で
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の激 しい受験競争が展開されていることは周知の通りである。英語検定や簿記検定の級も前者に相当す
る。後者は、学業以外でのランクを高めることのインセンティブであり、学外でのスポーツや芸術 ・文
化活動の大会 ・コンクールにおける入賞がこれに相当する。 したがって、後者は学外での活動を相対的
に優先 させる方向へ と学生 ・生徒を導 く。
ここで注意すべきことは、RHI拡張モデルにおいて個人が4つ のタイプの うち、ただ一つに分類される
とは限 らないとい うことである。タイプ1と タイプ3の 両方に属す る場合(社 会人)や タイプ2と タイ
プ4の 両方に属する場合(学 生、生徒)も ありうるし、特殊な場合にはどのタイプにも属 さないことも
ありうる。む しろ、RHIの概念を拡張 したことによって、複数のタイプに属する人が存在すると考えた方
が自然な捉 え方となるのかもしれない。RHIの概念が多様性を持つの と同様に、個人にとってのRHIも
多様性 を持 っているのである。
とりわけ、タイプ1と 仕事に関するタイプ3の 両方に属する場合は注 目に値する。なぜなら、本属組
織のRHと仕事(専 門)のRHの 両方がインセンティブとな り、組織に対する可能な限 りの貢献と自己の
専門能力向上との両立が期待されるからである。筆者[3]は、これを 「活性人モデル」と呼んでいる。
10.採用 管 理 の 準 ア ウ トソー シ ン グ ・モ デ ル
日本企業では、人的資源を採用す る際、少ないコス トで比較的信頼性の高い情報を学校教育か ら得 よ
うとしてきたことは、前述の(ス ク リーニング仮説)の 通 りである。筆者[2]はこのことに注 目し、「RH
に対する心理的余剰価値」[21]が、学校教育から得られる人的資源の能力に関する情報の信頼性を高め
ることになるため、企業がこの情報を重視するようにな り、それがまたRHに 対する心理的価値を高める
とい う正のスパイラルの存在を指摘 している。 日本企業は、このようなメカニズムを利用 して、最小の
コス トで若 く有能な人的資源に関する情報を入手 しているのである。
これに関 して見方を変えれば、採用管理における人的資源の能力測定を大学に 「委託」 しているとい
うことになる。このことは、前述のスクリーニング仮説に従った企業行動が 「アウ トソーシング」に近
い性格のものであることを意味する。正式な委託契約は存在せず、また企業も大学もアウ トソーシング
を行っているとい う認識は持っていないものの、実際に行っていることは経営戦略的に考えると、アウ
トソーシングに相当するのである。
そこで筆者 ら[23]は、このような企業行動を記述するための 「採用管理の準アウ トソーシング ・モデ
ル」を提示している。ここで、「準」アウ トソーシングであるのは、正式な委託契約が存在 しないからで
あ り、その分だけ企業は低コス ト(大学へ支払われる金額は基本的にゼロ)で人的資源に関する情報を
得ることができるからである。このモデルは、本来であれば企業内部で行われるべき採用管理の一部(能
力測定)を 、大学 に行ってもらっていることを示 している。 このような準アウトソーシングの関係は、
日本の多くの大学 と企業 との間に自然発生的に成立している。 これにより、企業は低コス トで人的資源
に関する、比較的信頼性の高い情報 を入手す ると同時に、若 くて有能な人的資源の安定した調達を図っ
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ここで、通常 のア ウ トソー シングで なく、「準」アウ トソー シングであるが故の一つの疑 問が存在す る。
それ は、企業 に とってみれ ば低 コス トで有用な情報を得る ことがで きるとい う利点があ るが、'「大学側 に
は果 た して これ によるメ リッ トがあ るのか?」 とい う疑問 である。なぜな ら、大学側 に もメ リッ トが な
けれ ば この よ うな関係 が長 期的に続 く とは考 えにくいか らである。次第で は、 この疑 問に対す る一つ の
解答 として、筆者 ら[5]の提案 して いる 「ジ ョブ ・イ ンター ンシ ップの導入 による相互準 アウ トソー シン
グ ・モデル」を概説 してい くこ とにす る。
11.イン ター ン シ ップ導 入 に よ る 「相 互 準 ア ウ トソー シ ング ・モ デル 」
前節で述べ た筆者 ら[23]の「採用管理 の準ア ウ トソーシング ・モデル」 は、企業側 と大学側の利点 の
バ ランス とい う点において疑問が残 る ものであった。 それ は、企業側 の直接 的なメ リッ トに対 して 、大
学側 の メリッ トは間接的な もの であ り、後者 のメ リッ トは前者 に比較 して相 対的に小 さい とい う、両者
の間のアンバ ランスで ある。そ こで、筆者 ら[5]は(ジョブ ・)イ ンター ンシップに注 目し、 これ が大学
と企業 との間で相互に準ア ウ トソー シングを行い合 う関係 を生み 出す とす る 「ジ ョブ ・イ ンター ンシ ッ
プ導入による相互準ア ウ トソー シング ・モデル」を提案 してい る。ここで い う 「相互準」ア ウ トソーシン
グとは、大学 と企業の両者 の間 で正 式な委託 契約は存在せず、かつ基本 的には無償であ るが 、実質的 に
は企業か ら大学へ(能 力測定)、そ して大学 か ら企業へ(イ ンター ンシ ップ)と ア ウ トソーシングを行 い
合 うことを意味す る。
イ ンター ンシ ップ によ り、大 学は企業に対 して無償で実践的な教育 を委 託す ることがで きる。 また、
大学では得 られ ない就業体験 とい う 「教育」を通 じて、学生の学習意欲や専門性 を高める機会 ともなる。
さ らに、バ ラエテ ィに富んだ魅 力的なカ リキュラムづ く りに も貢献 し うる。 この よ うに、イ ンターンシ
ップは大学側 に多 くのメ リッ トを与 えるので ある。
一 方、イ ンター ンシ ップは企 業に対 して も、優秀 な学生の確保 、学生の希望す る職務 と適性 との ミス
マ ッチの防止 、企業活動のPRと い ったメ リッ トを与 える。 このよ うに、イ ンター ンシ ップは大学側 と企
業側 の双方に多 くのメ リッ トをもた らし、両社のバ ランスが とれ てい るかの ように も見える。
しか しながら、大学側 の直接 的な メ リッ トに比較 して、企業側 のメ リッ トは間接的 なもの で相 対的に
小 さい。 それ は、大学に とって 「教育」 とい うその 中核 をなす活 動を無償でア ウ トソー スす る ことがで
き、かつそれ が学生満足(StudentSatisfaction;SS[24])の向上に も貢献 しうるか らである。 ここに、
企 業側のメ リッ トが相対的に大 きい準 ア ウ トソーシング(能 力測 定)の ア ンバ ランス とは反 対に、大学
側 のメ リッ トが相 対的に大 きい準 アウ トソー シング(イ ンターンシ ップ)の アンバ ランスが存在 す るの
であ る。そ して、企業側の メ リッ トが相対 的に小 さいはず のイン ター ンシ ップを受 け入 れる一つの要因
が潜在 しているのではないか と思 われ る。 これ まで企業か ら大学へ と行われ てきた準ア ウ・トソー シング
の持つ 、企業側 のメ リッ トの大 き さが、イ ンターンシ ップ とい う逆方 向の準 ア ウ トソー シングを受 け入
山下 センセィ
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れる潜在的基盤となっていると考えるのである。上記の筆者 ら[5]の提案モデルは、このようなアンバラ
ンスとアンバランスとの間のバランスがインターンシップを支える一要因となっていることを示唆する
ものである。
12.イン ター ン シ ップに よ る能 力測 定 の 「準 イ ンハ ウ ス ソー シ ング ・
フ レー ム ワー ク」
筆者 らの先行研究[23]では、インターンシップの募集 ・運営を行 う行動主体に注目して、大学主体 と
企業主体 というインターンシップの二面性を指摘 したが、筆者ら[6]は新たにインターンシップの 目的に
注 目した、下記のような二面性を指摘 している。
① 教育 目的:大 学→企業の教育の 「準アウトソーシング」
② 採用 ・就職 目的:企 業における能力測定の 「インハウスソーシング」
上記 の 「大学主体 と企業 主体」 と 「教育 目的 と採用 ・就職 目的」 とい う 「二面性 の二面性」は、概ね 、
大学 主体のイ ンター ンシ ップが教育 目的 と対応 づ けられ 、企 業主体が採用 ・就職 目的 と対応づ け られ る
が 、企業主体で教育 目的(社 会貢献)の イ ンター ンシップも存在 するため、完全 な一対 一対応 ではない。
ここで、採用 ・就職 目的のイ ンター ンシ ップに注 目す る と、従 来の 「企業→ 大学 の能力測定 の準ア ウ
トソー シング」 を企業内部に取 り戻す役割 を果 たすこ とがわかる。 すなわ ち、従来 の能力測定 の準ア ウ
トソー シングを、イ ンハ ウス ソー シングへ と導 くのである。 これ に よ り、 当該 企業 に とってふ さわ しい
人材か否 かにつ いての判定の精度が向上す る と同時に、学生 に とって も自己に適 した企業 ・職務 であ る
か否か を見極 め る機 会を提 供す る。 しか しなが ら、これ までの 「企業→大学の能力測 定の準ア ウ トソー
シ ング」 とは異な り、多 くの採用 コス トがかかることにな る。
そ こで 、イ ンターンシ ップに関わ る募集 ・運営 を、皮 肉に も、それ を ビジネ スとす る企業に ア ウ トソ
ースす る企業が増加 しっっあ る。 能力測定 のイ ンハウス ソー シング とな るはず の、採用 目的のイ ンター
ンシ ップに関わる募集 ・運 営を部分 的にア ウ トソース して しま うのであ る。
イ ン ター ンシ ップ関連 事 業 を行 う企 業 は増加 しっ つ あ るが 、そ の一 つ と して 、 デ ジ ッ ト株 式会社
(http://…r.digit.co.jp/)が著名 であ る。 同社 は、大学を中心 とした450ヶ所以上で フ リーペーパー
の雑誌 「インター ンシ ップガイ ド」 を10万部 ほ ど配布 してい ることか ら、多 くの大学生にイ ンター ンシ
ップ ・サ ポー トを行 ってい る企業 として認知 されている[6]。同社のホームペー ジに よれば、その 中心的
事業 は4つ の柱 か ら成 り、その内の1っ が新卒採用支援事業(ビ ジネ ス ・インター ン、新卒 ピンポイ ン
ト紹介 、 ビジネ ス ・セ ミナー、動員支援等)で あ る。
同社 は、企業側の新規採用のニー ズ、すなわ ち、学生 の絞 り込み コス トの削減や 目的意識 の高い学生
の採用 とい った要求 と、学生側の就職 のニーズ、すなわち 自らの能力 をで きるだけ高 く評価 して もら う
と同時に、 自身が持つ理想 にで きるだけ近い企業 に就職 したい とい った欲求 とを、マ ッチ ング させ るサ
ー ビスを展開 している。そのため同社は、 トレーニング講座やOB・OGと の懇 話会 を設 け、就職 あ るい
はイ ンター ンシ ップへの参加に対す る事前講習 を行ってい るの である。 また 、学生に よるwebサ イ トへ
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の登録ならびにガイダンスKの学生の参加を通じで蓄積 したD/B'をもとにご学生に対してイシ タ←ンシ
ップ受入企業を紹介している(スカウトメール)。
このよラな 現実を、筆者 ら[6]は「インターンシンプによる能力測定の準インハウスソニシング」と呼
んでいる。ここで_「準インバクスソ三シング」であるのは、これまで企業炉大学に準アウトソースレて
いた能 力測定 をイ ンハ ウス ソースす る際 「完全 なイ ンハ ウスソー シング」 とはな らず に従来型準 ア ウ ト
ソー シング(学 歴 ・RH重視 の採用)が 並行 して行われ 、かつ採用 目的のイ:z.ター ン シ ップす({てがイ ン
ハ ウス ソース され るわけではな く、部分 的にア ウ トソース され るか らである。
筆者 ら[6]は、こ うした企業 と大学 との間の関係 を整理す ることに よ り、図1の 「インターンシ ップに
ょる能力測定 の準イ.ンハ ウス ソーシング ・フ レーム ワー ク」を提示 している。
このフレ`ム ワークは、"こtttン":`パ:・ .':
1)「 学歴 による能 力測 定の準ア ウ トソー シ ング」に 「イ ンター ンシ ップによる教育の準 アウ トソー
シング」 が加 わるこ とによ り、企業 と大学 の間のメ リッ トがバ ランスの とれた状態 に近づ くこと
2)イ ンター ンシ ップには、教育の準ア ウ トソーシ ングと能力測定 めイ ンハ ウズ ソLシ ングとい う'=
面性 が存在す るこ と'・.
3)1れ まで企業 が大学 に準 ア ウ トソー ス してし・た能力測定 をイ ンハ ウZ,ソrろす う際、[完全 なイ ン
ハ ウス ソーシ ング」 とはな らず に、従来型準 ア ウ トソーシ ング(学 歴重視 の採用)お よび採 用 目的
のイ ンターンシ ップの部分的ア ウ トソー シングが並行 して行われ ること
を示唆す るものである。
これ によ り、イ ンター ンシ ップを通 じた大学 と企 業 との関係 、 と りわけ メ リッ トの大 き さの関係が理
解 し易 いもの とな る。 それ と同時に、今後 さらなる進展 が予想 され るイ ンター ンシ ップの社 会的位 置づ
けを考えてい く際 の一助 となるので はないか と思 われ る。
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図1イ ンター ンシップによ る能力測定の準イ ンハウス ソーシ ング ・フ レーム ワー ク[6】
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13.「 イ ン タ ー ン シ ッ プ のRH的 ジ レ ン マ ・フ レー ム ワー ク 」 の 提 案
ここまでの議論 か ら、一方 で 日本人 にとってのRHIの 果たす役割の大 きさ とその多様性 が、も う一方
でイン ター ンシップへ の社 会的関心の高ま りとそ の二面性(教 育 目的 と採用 ・就職 目的)が 、理解 され
る。本研 究では、こ ういったRHIお よび インター ンシ ップ に関す る一連の先行研究[IH6],[23]をふま
えて、新たに図2の ような 「インター ンシ ップのRH的 ジ レンマ ・フ レーム ワーク」 を提案 す る。
RH的採用用 能力測定の準アウトソーシングー 一 一
非RH的採用
RH的採用か らの脱却
▼
能力測定の準インハウスソーシング
・'φρ《一三勺 が 三
㌶}狂 ㌶ ・・^
1・従来麺学歴重視φ採用1
灘 鴛鷺鷺
・冒 ンタ≒ジジジプ操舟 ㍍
恒実践職 域1定定パ ぷ ζ:
ぷ嚇 難 の確認㌶
1バ:誉
1疽的寡桑 ㌧ぷ
鞠 鋲 動 態;・二∪唄晦 珍 担 ジ
図2本 研究で提 案す る 「インター ンシップのRH的 ジ レンマ ・フ レーム ワーク」
提案フレームワークは、企業に 「インターンシップ採用」(採用 ・就職 目的のインターンシップ)が 導
入 されることにより、従来型のRH的採用と非RH的採用が並立す るよ うになることを示 している。前者
は筆者 ら[6],[23]のい う、企業→大学の 「能力測定の準アウ トソーシング」に相当し、後者はインター
ンシップによる大学→企業の 「能力測定の準インハウスソーシング」に対応す る。
インターンシップの 「準インハウスソーシング」により、多くの企業が従来の 「RH的採用」一辺倒の
採用管理からの脱却を図ろうとしている。ただ し、すべての新卒採用をインターンシップ採用に移行 し
ようとしているわけではなく、従来の企業→大学の 「能力測定の準アウトソーシング」によるRH的採用
が並行 して行われている点に注意を要する。現実には、インターンシップ採用は従来のRH的採用の一部
を補完する存在であるに過ぎないのである。
一方、松田[25]および浅井[26]は、インターンシップにおいて、企業が対象大学を限定した学生の募
集をかけたり、オープンな募集であっても実際にはRH的セ レクションを行った りする例が少なくないこ
とを指摘 している。 とりわけ、大学を通 した、採用目的のインターンシップではこの傾向が強い。企業
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→大学の 「能力測定の準アウ トソーシング」によるRH的採用から脱却するはずのインタ:ン シップによ
る 「能力測定のインハウスソーシング」が、皮肉にもRH的セレクションにより運営.されていることも多
いのである。 ここに、本研究で指摘する 「インターンシップのRH的 ジレンマ」が存在する。
こうしたジレンマの存在は、日本におけるRHへのこだわ りとRHIの果たす役割の大きさを示唆するも
のであろう。なぜなら、企業→大学の従来型 「能力測定の準アウ トソーシング」のみな らず、それを企
業に取 り戻すはずのインターンシップにおいてもRH的意思決定が介入 しているからである。また、イン
ターンシップが 「能力測定の準アウトソ]シング」による従来型採用を補完するにす ぎないからである。
日本では、スクリーニング仮説がよく当てはまり、激 しい受験競争が大学のRHに 基づく情報の信頼性
を高めていることは前述の通りである。RH的採用が、かなり合理性の高い意思決定なのである。 しかし
ながら、その信頼性は完全なものではない。 とりわけ、産業の高度化や情報化の進展により、その信頼
性はしだいに低下する方向にある。そこで、従来のRH的採用からこぼれ落ちる有能な人材を採用 目的の
インターンシップ(能 力測定の準インハウスソーシング)に より拾い上げようとするのであるが、学歴
情報の信頼性が高いが故に、インターンシップにおいても学生募集の意思決定基準として しまうのであ
る。これにより、RH的意思決定が、一般的な新規学卒者の採用とインタ■一・一ンシップによる採用の双方に
介入することになると同時に、準アウトソーシングと準インハ ウスソーシングの二面性を持つことにな
■
る。 また、RH的 採用 か らの脱却 を図 るはず のインター ンシ ップ による採用 において も、やは りRHに 依
存 して しま うとい う 「ジ レンマ」 が生 じるわけで ある。次節 では、 こ うしたジ レンマの要因 につ いて、
さらに詳 しく検討 してい くことにす る。
14.「イ ンター ンシ ップのRH的 ジ レンマ」 の 要 因
日本企業がこれまで行ってきた、企業→大学の 「能力測定の準アウ トソーシング」による 「RH的採用」
を見直す役割を果たすはずのインターンシップ採用においても、RH的な募集や選考が介入してしま うこ
とは前節で述べた通 りであるが、それはなぜであろうか?こ こでは、こうした問題意識に基づき 「イン
ターンシップのRH的ジレンマ」の要因を考えていくことにする。
まず第一に、スクリーニング仮説が示唆するように、企業→大学の 「能力測定の準アウ トソーシング」
から得られるRH的情報の信頼性がかなり高いという要因を指摘することができる。これは、非常に激 し
い受験競争によるものであり、この情報の信頼性の高さが、図3の ような正のスパイラル を生じさせ る。
そのため、インターンシップによりインハウスソースする際にも、この情報に依存する意思決定が行わ
れてしまうのである。
第二に、完全にオープンなインターンシップの募集、例えば大学を指定 しないインターネ ット上での
募集[25]を行った場合、もし多数の応募があったとすれば、応募者全員をインターンシップに受け入れ
ることは実際問題 として不可能であ り、何 らかのフィル ター機構が必要になる。そこで、このフィルタ
ー機構としてRH的セ レクションを活用しようとしてしま うのである。これ も、やはりRH的情報の信頼
性が高いが故の行動である。
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能力測定の準ア.ウトソー
シングから得 られる情報
の信頼性を高める
企業がこの情報を重視 RH1が強化
さらに激 しい受験競争
図3能 力測定の準アウ トソーシングに関する正のスパイラル
第三に、産学連携強化とい う側面からの要因を指摘することができる。 これは、インターンシップを
産学連携強化に利用 しようとすることを意味する。もちろん、教育目的のインターンシップとは異な り、
採用 目的のインターンシップは大学 とのコネクシ ョン強化 を主たる目的とするものではないが、付随的
に大学との関係、とりわけ社会的評価の高い(RHの上位の)大 学との関係を強めることは、従来型RH
的採用の面でも、また産学協同研究の面でも有益である。
■
第四に、インターンシップの企画 ・運営を行 う担当者 ・担当部署が、組織内の受け入れ部署で理解 と
協力を得る際の根拠および担保 として、大学名を利用するとい う要因が考えられる。 日々、多忙な業務
を展開する受け入れ部署にとって、インターンシップの学生を受け入れることは、職場の活性化につな
がるという効果を期待することもできるが、やはり大きな負担 となる。そのため、イ ンターンシップの
学生を受け入れる条件 として、学生の 「質」の保証を要求することは当然であろう。 しかしなが ら、学
生の質を短時間の うちに把握することは困難である。そこで、質の高い可能性が高く、かつそれに関し
て説得力のある、RH的意味での大学名を利用 しようと考えるのである。 これも、また日本におけるRH
的情報の信頼性が高いが故の行動である。
以上のように、さまざまな要因が大学のRH的 情報の信頼性に結びついているため、企業→大学の 「能
力測定の準アウトソーシング」による 「RH的採用」を見直す役割を果たすはずのインタ一一ーンシップ採用
においても、RH的な募集や選考が介入 して しま うことになる。そ ういった意味では、日本企業にとって
RH的募集 ・選考はごく自然な流れであり、 「インターンシップのRH的 ジレンマ」からの脱却は困難な
ことであるように思われる。さらに、RH的情報の信頼性が高いのであれば、あえてここからの脱却をめ
ざす必然性は、さほど高くないのかもしれない。
15.おわ りに
本研 究で は、 日本 にお けるRH重 視の採用 とイ ンター ンシップへ の関心の高ま りに注 目し、筆者 らの
RHに 関す る一連 の先 行研 究[2],[3],[21],[23]および イ ン ター ンシ ップ に 関す る一 連 の 先行 研 究
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[4]一[6],[24]を基礎に して 「イ ンター ンシップのRH的 ジ レンマ ・フ レーム ワー ク」を提示 した。これ に
よ り、従来の企業→大学の 「能力測定の準ア ウ トソーシ ング」に よるRH的 採用 か ら脱却す るはず のイ ン
ター ンシ ップによる 「能力測定のイ ンハ ウス ソーシング」が、実際には従来のRH的 採用 の一部 を補完す
る存在で あるに過 ぎな いこと、お よびイ ンターンシ ップ 自体 がRH的 セ レクシ ョンによ り運営 され ている
こ とも多 いこ とを指摘 した。
その上で 、イ ンター ンシップのRH的 ジ レンマの要因 につ いて検討 を行 い、
1)企業→大学の 「能力測定の準アウ トソーシング」から得られるRH的 情報の信頼性が高いために、
インターンシップにおいてもこの情報に依存する意思決定が行われて しま う
2)完 全にオープンなインターンシップの募集を行った場合、応募者全員を受け入れ ることは困難で
あるため、フィルター機構としてRH的セ レクションを行ってしまう
3)社 会的評価の高い(RHの上位の)大学 との産学連携強化にインターンシップを利用 しようとする
4)イ ンターンシップの企画 ・運営を行 う担当者 ・担当部署が、組織内で理解 と協力を得 る際の根拠
および担保として、RH的意味での大学名を利用しようとする
といった要因を指摘 した。以上の議論を通 して、日本企業にとって 「インターンシップのRH的 ジレンマ」
か らの脱却は困難であると同時に、あえてここからの脱却をめざす必然性はさほど高くないことを示唆
した。
ただ し、これは採用 ・就職 目的のインターンシップであり、教育目的のインターンシップが学生 ・大
学 ・企業 ・行政すべてに対して多くの利点をもたらすことは、本研究で一貫 して述べてきた通 りである。
そ こで、これ ら四者は今後も積極的にインターンシップを推進すべきことを最後に強調しておきたい。
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